別添18-1（Ⅰの第２の１の（１）関係）
（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置等導入事業）

事業実施計画

１　事業の目的
２　総括表

	事業名
	事業内容
	事業費
	負　担　区　分
	備　考


	
	
	
	国庫補助金
	事業実施主体
	

	
	
	円

	
	
	


注：事業名には「畜産ICT応援会議推進事業」、「機械装置導入事業」、「全国推進指導事業」を記載する。
３　事業の内容

（１）畜産ICT応援会議推進事業
	取組内容
	実施時期・回数

	
	


（２）機械装置導入事業
	取組内容
	選定数
	機械導入台数

	
	
	


（３）全国指導推進事業
	取組内容
	実施時期・回数

	
	


４　取組により期待される効果（成果目標）

	成果目標（目標値・現状値）
	

	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	


注：成果目標は、畜産農家の労働時間の削減に資する取組の効果について、事業実施年度の翌年度の目標値を記載する。検証方法は、目標値の具体的な検証方法の手法を記載する。その他事業による効果については、労働時間削減効果以外に期待される効果を記載する。
５　事業実施主体の執行体制
	所属
	構成員又は人数
	事業内容又は事業手続きに係る役割

	
	
	


注：協議会を構成する全ての構成員・団体を記載する。
別添18-2（Ⅱの第２の１関係）
（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）事業実施計画
１　事業の目的
２　総括表

	事業名

	事業内容


	事業費

	負　担　区　分


	備　考


	
	
	
	国庫補助金


	事業実施主体
	

	
	
	円

	
	
	


注：「事業名」欄には、「検討会の開催」、「ICT化等機械装置に適合した家畜生産のための調査」を記載する。
３　事業の内容

（１）検討会の開催
	開催回数
	開催時期
	開催場所
	構成及び人数
	会議の内容

	
	
	
	
	


（２）ICT化等機械装置に適合した家畜生産のための調査
	取組内容
	実施時期・回数

	
	


４　取組により期待される効果（成果目標）

	成果目標（目標値・現状値）
	

	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	


注：「成果目標」欄には、畜産農家の労働負担軽減に資する事業実施年度の翌年度の目標値を記載する。検証方法は、上記の指標に係る現状値・事業実施年度を含む翌年度の目標値を具体的に検証する手法を記載する。また、成果目標以外に期待される効果を記載する。
５　事業実施主体の執行体制
	所属
	構成員又は人数
	事業内容又は事業手続きに係る役割

	
	
	


注：協議会を構成する全ての構成員・団体を記載する。
添付資料
１．定款等
２．ポンチ絵（事業内容、構成員、役割分担等）
３．補助対象経費を活用した事業費積算

４．事業費の算出の根拠となる資料（旅費規程等）

別添19（Ⅱの第３の１関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省畜産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　
（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）実施状況の報告について
（元号）　年度の畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）の事業実施状況について、持続的生産強化対策事業実施要領（令和○年○月○日付け○○○第○号○○局長通知）別紙11のⅡの第３の１に基づき、別添のとおり報告する。

※関係資料として別添20-1【実施状況報告書】を添付すること。
別添20（Ⅱの第３の２関係）
番　　　号
年　月　日
農林水産省畜産局長　殿

所在地　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　
（元号）　年度畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）成果状況の報告について
（元号）　年度の畜産経営体生産性向上対策（ICT化等機械装置適合家畜生産推進事業）の成果状況について、持続的生産強化対策事業実施要領（令和○年○月○日付け○○○第○号○○局長通知）別紙11のⅡの第３の２に基づき、別添のとおり報告する。

※関係資料として別添第20-1の【成果状況報告書】を添付すること。
別添20-1【成果状況報告書】（Ⅱの第３の２関係）
１　事業内容
２　実施期間

	事業開始日
	事業完了日
	備考

	年　月　日
	年　月　日
	


３　成果目標の達成状況
	成果目標の具体的な内容
	

	
	成果目標の達成状況
	

	
	検証方法
	

	その他事業実施による効果
	

	所見
	


注１：「事業内容」欄及び「成果目標の具体的な内容」欄には、事業実施計画に記載した内容を記載する。

注２：「その他事業実施による効果」欄には、事象実施計画に記載した事業効果等について、その状況を記載する。

注３：「所見」欄には、達成状況が低い場合は改善策等を記載する。

注４：事業実施年度の翌々年度から目標年度までの毎年度において、事業実施状況を報告する場合には、成果目標の「達成状況」を「取組状況」として取組状況等を記載し、検証方法等については省略することができる。
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